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内容梗概

本論文は，筆者が 2002年から現在まで済南凌佳科技有限公司，ならびに 2007

年から 2012年まで大阪大学大学院情報科学研究科マルチメディア工学専攻在

学中に行ってきたオフショアソフトウェア開発における中国語・日本語混在知

識の共有に関する研究成果をまとめたものである．

近年，中国向けのオフショアソフトウェア開発が急速に増えている．このた

め，中国のオフショアソフトウェア開発企業では，多くの技術者は開発経験が

浅く日本語レベルも低い若手が大半を占めており，継続的な技術者教育が必要

である．また，情報技術が急速に発展するため，技術者としても勉強し続ける

ことが要求される．このような状況で，教育をしつつスムーズかつ効率的に日

常の開発業務を進めるためには，上級技術者の知識を開発組織内で共有するシ

ステムが必要となっている．その際，オフショアソフトウェア開発企業におけ

る特有の問題として，日本語と中国語で書かれた知識の混在を許容しなければ

ならず，このことを前提とした知識共有システムが必要となる．

本論文では，このような日本語と中国語が混在したソフトウェア開発作業に

おける知識共有の試みとして，まず社内用の機能を組み入れた日常業務で用い

ることのできる BBS(Bulletin Board System)形式の知識共有システムを提案

する．さらに，技術者の技術的興味の動向を把握するため，システムに蓄積さ

れた質問に対する回答のセット (以下，知識カード)に対して，これらの分類

方式を提案する．本論文は全 5章から構成される．

第 1章では，オフショアソフトウェア開発企業の現状と知識共有の必要性に

ついて説明し，さらに本研究で取り上げる課題を述べ，関連研究を概観すると

ともに，本論文の目的と位置づけを明らかにする．

第 2章では，オフショアソフトウェア開発企業における知識共有システムと

して，筆者が所属する企業のBBS形式の知識共有システムである「凌佳知識

共有システム」について述べ，利用者アンケートによる評価を示す．プロジェ

クトマネージャといった管理職やプログラマを含む技術者 158名のアンケート
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回答を分析し，特に回答者の 104名を占めるプログラマの約 62%が日常的に

提案する知識共有システムを利用し，開発作業の問題を解決していることが明

らかになった．また，経営の視点からは，開発企業としての技術レベルとして

「基礎技術」に関する教育・研修をまだまだ強化すべきということも明らかに

なった．知識共有システムに蓄積される知識カードとして，「日本語の知識カー

ド」，「中国語の知識カード」，「日本語と中国語が混在して用いられた知識カー

ド」があり，これらを活用するためには，知識共有システムに自動分類する仕

組みが必要であることが明確化された．

第 3章では，第 2章での知識共有システムに蓄積された知識カードの中で，

中国語のみで記述された知識カードの分類を目的に，日本語アンケートデータ

を対象に開発された分類方式を中国語の知識カード向けに拡張した分類方式を

提案し，実データによる評価について述べる．中国語の知識カード 100件をも

とに，分類方式の特徴であるパラメータの「変換漏れ補正率」を決めた後に，

中国語の知識カード 470件を分類した結果，68.7%の分類精度が得られた．ま

た，「中国語の知識カード」の分類方式として，“変換漏れ補正”を組み入れな

い場合には低い分類精度となり，“変換漏れ補正”を組み入れた判定処理が有

効であることがわかった．

第 4章では，第 3章で提案する知識分類方式を，ひとつの知識カードの中に

中国語と日本語が混在する文が含まれている場合にも処理できるように拡張し

た分類方式を提案し，実データによる評価について述べる．第 3章と同様に，

中国語の知識カード 100件をもとに，分類方式の特徴であるパラメータの「変

換漏れ補正率」を決めた後に，中国語の知識カード 470件から作成した日本語

と中国語の混在カード，人手で翻訳した日本語の知識カードの分類精度を比較

し，いずれであってもF値が約 70%となる分類精度が得られたことから，同一

内容の 3種類の知識カードを分類する統一処理方式として機能することが明ら

かになった．

最後に，第 5章では，本研究で得られた成果を結論としてまとめ，今後の課

題を示す.
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第1章

序論

1.1 研究の背景

近年の情報システム開発の規模の増大は，開発費用の増大という課題に直面

し，この解決策の一つとして，これまでの国内ソフトウェアハウスへのアウト

ソーシングから，海外の人件費の安いソフトウェア開発企業へのアウトソーシ

ングという開発体制を生み出してきた．このような開発体制は，オフショア開

発と呼ばれ，1980年代後半から実験的に始まり，韓国への委託を皮切りに中

国，インドへと広がり，現在ではベトナムなどの東南アジア諸国，ロシアなど

の多くの国へと展開されている．また，オフショア開発の実績を持つ日本企業

として，オフショア開発の規模を拡大したい企業の割合も 2009年の 58.5%か

ら 2010年には 71.1%まで増加し，情報システム開発におけるオフショア開発

体制は，すっかり日本に定着している．

このような状況下で，日本から中国向けのオフショア開発は，中国人技術

者の人件費値上げ及び人民元高などの影響があったにもかかわらず，一時期は

年々増加の一途をたどり，2001年時点で僅か 0.75億ドルであったものが，2006

年には 8.7億ドルまで達し，中国のソフトウェア開発企業では日本向けのオフ

ショア開発が半分以上を占めていた [1]．このような日本と中国との間でのオフ

ショア開発が拡大した大きな理由としては，主に以下の 3点が考えられている．

1. 日中両国は漢字を使っているために，日本語がわからない中国人でも漢

字を読むことで，日本語文書のおおよその意味を理解できる．

2. 日中間の地理的距離が近く，東京 (あるいは大阪)から北京 (あるいは上
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海)まで飛行機で約 3時間しかかからない．このため，対面で説明，打合

せをすることが容易である．

3. 中国人 SE(Software Engineer)を低コストで確保するのが，比較的容易で

ある．

一方，オフショア開発の拡大とともに顕在化してきたのは，オフショア開発

特有の工程管理，品質管理の問題である．従来から，通常のソフトウェア開発

においては，CMM(Capability Maturity Model)[2]がしばしば利用され，開発

組織の成熟度を測ることがなされてきている．しかし，商慣習，コミュニケー

ション，社会慣習の異なる国境をまたがったオフショア開発においては，全体

工程の中での委託元企業と受注側企業との関与度にばらつきもあり，CMMを

適用しての管理は難しいことが指摘されている [3]．

このようなオフショアソフトウェア開発におけるCMMについて、表 1.1は

文献 [4]に示されたものであり，レベル 5の企業は当初インドの企業だけであ

り，中国企業がより高いレベルの取得に熱心に取り組んでいることが述べられ

ている．

これまでもオフショアソフトウェア開発をテーマとする研究 [5]や実践報告

がなされてきているが，ほとんどが発注者側の企業の視点からのもの [6]であ

り，受注者側の企業からのものはなされてこなかった．これは，CMMのレベ

ルを測る「開発プロセス」や「開発の指標」に関して，オフショア開発として

の色々なノウハウを含めた “ベストプラクティス”が企業秘密にされているこ

と，加えてレベルを測る「技術者」に関しては，受注者側の SEの技術レベル

が低いこと，ならびに企業サイズが小さくその技術スキルの改善活動に割ける

余力がないためでもある．

多くの中国オフショアソフトウェア開発企業では，急増した受注量をこなし

ていくために，開発経験の浅い若手中国人 SEを雇用し，プロジェクトに次々

と投入していかなければならない実態がある [7]．そのために，開発委託元の

日本企業が「開発プロセス」の改善 [8]や「開発ツール」の導入 [9]，「開発の指

標」につながる仕組みの整備 [10]といったことを発注先の中国企業とともに

図っても，肝心の「技術者」の要因がいつまでたっても解決されない事態が続

いている．中国人 SEの多くに対する継続的な指導教育が必要であり，また現

場における「経験知」を活用することが重要であるといわれてきた [3]．
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表 1.1: オフショアソフトウェア開発企業への信頼性を保証するCMM

レベル 開発プロセス 技術者 開発の指標

1:初期 「とにかくやって

みよう」という水

準で未確立

成功は「スーパー

マン」の存在

場当たり的

2:再現可能 プロジェクトごと

に文書化

成功は個人に依存 プロジェクトごと

に定まっている

3:定着段階 組織全体を通じて

統合管理が実現

グループでの協力

作業が実現

プロセスごとに収

集・利用されてい

る

4:管理段階 プロセスを定量的

に把握し，個々の

問題究明・除去が

可能

プロジェクトでの

チームワークが十

分認識されている

組織全体で標準化

されている

5:最適化 組織的かつ体系的

に改善され，共通

の問題究明・除去

がなされる

組織全体でチーム

ワークが十分に認

識されている

プロセス改善を評

価するために利用

されている

例えば，中国人 SEは，日本語で書かれたドキュメントを理解すると同時に，

日本語を用いて仕様書などのドキュメントを書かなければならない．それにも

かかわらず，技術者の大部分は日本語レベルが低く，加えて情報技術は急速に

発展するため，中国人 SEは日本語とともに技術用語を学び続けることを要求

される．このような状況で，教育をしつつスムーズかつ効率的に仕事を進める

ためには，経験豊かなベテランの中国人 SEの知識を開発現場で共有する仕組

みとしての知識共有システムが重要となる．さらに，オフショアソフトウェア

開発の企業経営の観点からは，日本語教育や技術教育の短期的・長期的計画や

参考図書の整備等のため，現場の開発技術者の技術的興味の動向把握を目的と

して，知識共有システムに蓄積される知識の分析が必要となる．
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中国人 SEに対する継続的教育には，「経験知」を社内現場で共有する「知識

共有システム」の整備が必要であり，その際にオフショアソフトウェア開発作

業における特有の問題として，「仕様書、日報、試験報告書」等の開発に際し

て大量の日本語文書を扱う必要があるため，日本向けのオフショアソフトウェ

ア開発では，多くの場合，中国人 SEに日本語の使用を義務づけている．しか

し，漢字文化を共有することから日本語で記載された内容をある程度推測でき

ても、完全には理解できないという場合に，日本語レベルの低い中国人 SEが

質問を発信する場合に真意を理解してもらうためには中国語で質問せざるをえ

ないし，回答も中国語で書かざるをえない．このように，中国人 SEどうしの

やり取りにおいて日本語と中国語が混在して用いられ，そのことから知識共有

システムに蓄積される知識は日本語と中国語が混在したものを前提とした運用

をしなければならない．

日本向けのオフショアソフトウェア開発作業におけるこのような「経験知」

を開発現場で共有する「知識共有システム」としては，以上の対応が必須とな

るにも関わらず，従来の知識共有に関する研究ではほとんど取り上げられてい

ない．

以上の状況を踏まえ，本論文では，効率の良い知識共有，技術者の自主的勉

強及び管理者向けの必要な知識動向の把握手段の提供を目指して，日本語と中

国語が混在したソフトウェア開発作業における知識共有システムの構築，さら

に知識共有システムとして蓄積された質問に対する回答を一緒にしてセットに

したデータ (以下，知識カード)の分類方式の開発を課題として取り上げる．

1.2 関連研究

本節では，企業内部の「経験知」を活用するために取り組まれてきた「知識

共有」の形態，ならびにその際に活用される「検索・分類」の技術，さらに「多

言語処理」の現状を述べ，本論文が対象とするオフショアソフトウェア開発作

業特有のものである，日本語と中国語が混在して用いられる際の「知識共有」

や「分類」の課題との関連を明らかにする．
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(1)知識共有に関わる技術

「経験知」の活用は，野中が示した「暗黙知」と「形式知」の交換と知識

移転のプロセスとして，“SECI (Socialization, Externalization, Combination,

Internalization)” モデル [11]の中に位置づけられたことにより，情報技術を活

用しての支援の方向性が明確になり，多くの研究がなされてきた．

ナレッジマネジメントとして，「知識資産」，「ナレッジワーカ間の知識共有/

移転/再利用」，「ベストプラクティス共有」，「知識のライフサイクル管理」と

いった考え方に対して，文書などの一般的な資料/生産物の中の知識を共有す

る場合のシステムとして，「探している人にとって役立つ「知識」を含む資料な

のかが，すぐに分かることである」という使い方のポイントがあげられている

[12]．そのために，(1)文書ディレクトリの自動生成，(2)エージェント基盤に

よるファシリテータの構築，(3)ワークフローシステムや文書管理システムの

活用，ということが例示されている．これらは，統一的なデータ書式を前提と

したシステムや使い方であり，オフショアソフトウェア開発作業でやり取りさ

れる仕様理解やプログラミングに関わる自由記述形式のメモ的なデータでは，

統一的なデータ書式をそもそも前提にすることが困難である．これに対して，

共有フォルダを活用することが情報共有として企業内でしばしば行われている

ことに着目した上で，このようなボトムアップ的な情報蓄積は結果的に情報管

理の属人化をひき起こし，組織が変わることによって，どこにどのような情報

が保管されているかがわからなくなる “情報の死蔵” を招いているという指摘

をもとに，長期にわたって情報を蓄積するためには，時間 (年度)，知識分類，

案件の順番で共有フォルダを構成することが有効であるとした研究もなされて

いる [13]．ただし，このような “知識分類”としては，次節にて関連研究とと

もに述べるが，多言語を前提とした知識の分類については触れられていない．

一方，統一的なデータ書式を前提としない，いわゆる非構造化文書データか

ら知識を抽出するには，“テキストマイニング” [14][15][16][17][18] が多く用い

られる．SECIモデルにおける「形式知から暗黙知への内面化のプロセス」を

十分に回すために，“分析知”を間に挟むことで行おうとする試みもあり，こ

の際に “形式知から分析知を生み出す”という点に，テキストマイニングが活

用できる [19]と位置づけている．しかし，テキストマイニングは，そもそも

膨大なデータを前提とした処理であり，文書データ数，あるいはそれぞれの文
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書データに含まれる文の数として，類似した内容記述が必要となる．プロジェ

クト型開発のオフショアソフトウェア開発では，仕様理解やプログラミング作

法といった点である程度は同じような内容記述があるが，メモ的なものとして

データ数等はそれほど多くない．また，文書データのテキスト処理としては，

自動要約 [20]や自動翻訳 [21][22][23] といった処理もあるが，テキストマイニ

ングと同様に膨大な文書データが前提となっている．

そもそも，本論文の対象は “暗黙知”そのものを対象に「知識共有」を行お

うとするものではなく，オフショアソフトウェア開発作業で多言語が用いられ

る中での “形式知”が整備できていない点を解決しようとするものである．

(2)検索・分類に関わる技術

企業内での業務文書データの蓄積に伴い，それらの検索技術や応用の研究は

さまざまになされてきた [24][25][26]．キーワード検索やディレクトリ検索に加

えて，構文，同義語・同意語，文パターンなどの特徴を用いて類似文書や類似

文を検索 [27]することで，「質問-応答」といった形式のデータ集合に対しても，

該当する「質問-応答」を含むデータを抽出することが可能となってきている

[28][29][30][31][32][33][34][35]．

「質問-応答」に関わる検索に関しては，1992年に始まったTREC(Text RE-

trieval Conference) と呼ばれる国際会議 1においても主要研究トピックとして

取り上げられてきている．構文解析や辞書構築，さらにそれらを前提とした

「質問-応答」などのタスクに関わる研究が汎用的手法として取り組まれている

が，本論文が対象としているオフショアソフトウェア開発といった分野依存の

「質問-応答」に対する取り組みはなされていない．そもそも，自然言語に関す

る構文解析は文法に基づくことからも明らかなように言語依存であり，日本語

と中国語が一つの文の中に混在する今回のタスクでは意味をなさない．辞書

構築に関しては，翻訳辞書の自動生成 [36][37]が大きな研究トピックであるが，

技術用語や業界用語といった分野依存の辞書に対してはあまり議論がなされて

ない，従って，本論文の対象とする「質問-応答」に関わる検索においては，不

完全で分野依存の辞書を前提とした議論が必要と考える．

1http://trec.nist.gov/
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蓄積された業務文書データを予め分類することができれば，ディレクトリ検索

によって参照したい文書 (ある意味での知識)を容易に探すことができる．文書

分類に関しては，文書内の単語に基づく統計情報をもとにした類似度による分類

[38][39][40][41][42][43][44][45]，同意語や固有表現といった単語の意味的情報あ

るいは文体表現や文パターンをもとにした類似度による分類 [46][47][48][49][50]

，その他の自然言語処理技術を用いての分類 [51][52][53]，機械学習技術を用い

ての分類 [54][55][56][57][58][59] ，といったアプローチに大別される．これらは

口語表現を含まない文書を前提としているが，オフショアソフトウェア開発現

場での「質問-応答」においては，日本語能力の問題のために正確な表現が少な

く，前述の意味的情報や自然言語処理技術に基づいたアプローチを適用できな

い．また，機械学習のようなかなりの数の学習データを必要とするアプローチ

も，対象データ数が十分多くない場合では適用が困難である．従来のアプロー

チの中で，統計情報を手がかりにした分類というアプローチがもっとも妥当と

考えられるが，その際の「日本語と中国語が一つの文の中に混在する」といっ

た場合を取り扱った研究はない．

(3)多言語処理に関わる技術

複数の言語を対象にした研究の多くは，「翻訳」あるいは「検索」というタ

スクを取り扱っている．その際に，従来は構文解析や意味解析といった文法や

辞書に基づくアプローチがなされていたが，最近では大規模記憶容量と計算機

処理の高速化を背景に用例を活用したアプローチが多くなされてきている．用

例を利用する場合には，言語非依存のN-gramによる対応関係の利用 [60]や用

例収集を効率的に実行する仕組みをもとに出来るだけ多くの対訳候補を作成し

た上で，それらの正確性判定を用いて対訳用の用例抽出 [61]などが行われてい

る．しかし，これらはある言語で書かれたものを別の言語に翻訳するという点

で，「日本語と中国語が一つの文の中に混在する」といった複数言語で書かれ

た文を対象としているわけではない．

「検索」に対しても同様に検索キーワードの翻訳に関して類似シソーラスの

活用 [62]や単なる翻訳では多義性があることから曖昧性を排除できない点に対

して，検索キーワードの共起情報を加味した検索 [63]，あるいはコーパスを活

用して日英言語横断的に検索 [64]といったことがなされている．検索として，
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対象分野を限定しない場合にはコストがかかったとしても，このようなシソー

ラス，コーパスを整備することも不可欠なためになされるが，今回の対象問題

では分野が限定されている上に，通常のソフトウェア開発業務に加えてシソー

ラス，コーパスを整備するというのは現実的でない．

1.3 本研究における課題の解決方針

本研究の目的は，1.1節で示したオフショアソフトウェア開発企業としての

知識共有とその管理，そのような知識共有を効率的に実行するための中国語と

日本語が混在する環境下での知識の分類に関する課題を解決することである．

図 1.1 に，本研究における課題の解決方針についてまとめる．
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図 1.1: 本研究における課題の解決方針

(1)知識共有システムの構築

中国における日本向けのオフショアソフトウェア開発現場では，「仕様書，日

報，試験報告書」等の開発に際しての大量の日本語文書を，日本側発注元企
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業とやり取りしなければならず，その際に中国人 SEによる理解不足や表現不

足を補う仕組みが，組織として必要である．ベテランとされる中国人 SEに直

接口頭で尋ねることは，そのベテラン SEの通常業務を中断することとなり，

メールによる問い合わせもそのベテラン SEが送受信する本来の業務メールに

埋没して回答がタイムリーに得られないと考えられる．

そこで，開発現場での知識やノウハウをタイムリーに共有するために，BBS

(Bulletin Board System)形式による質問と回答を企業全体あるいはプロジェク

トごとに管理し，共有する仕組みを構築し，その際に日本語レベルの低い SE

であっても．質問ができるように，日本語及び中国語の両方を利用できるシス

テムを提案する．この際に収集された知識カードを蓄積，ならびに検索できる

ことに加えて，「回答者指定」という機能を持たせて回答をできるだけ促すよ

うにする．さらに，利用者のアンケート調査を行い，提案システムの有効性を

検証する．

(2)中国語と日本語が混在して利用される環境下での知識分類手法

知識共有システムが，日本語と中国語の使用を可能としていることから，蓄

積される知識カードには，「日本語の知識カード」，「中国語の知識カード」，「日

本語と中国語が混在している知識カード」の 3種類がある．日本語での開発作

業や商慣習に関わる知識の理解・修得を推進していることから，「中国語の知

識カード」を，言及している知識内容が同じ「日本語の知識カード」と同じ分

類カテゴリに保存して，閲覧利用できる必要があり，日々やり取りされるこれ

らのデータを自動分類する方法が必要である．ここで，自由記述によるメモ的

データを分類する手法として，日本語を対象にした場合には，分類カテゴリに

含まれる単語の統計的情報を利用した方式 [65][66][67]がある．

そこで，本論文が対象としている中国語で書かれている知識カードに対して

も適用できるように拡張を行う．単語の統計的情報を算出する際には，形態素

解析が必要であり，そこで中国語の形態素解析ツールを先ずは導入して，知識

カードに書かれた文を単語列データに分解し，辞書を用いて日本語に翻訳する

ことで，日本語のみで記述された知識カードとの類似性の判定を行う．しかし，

辞書としてオフショアソフトウェア開発の特有な言い回しや技術用語に対して

完全なものを準備することは現実的でないことから，翻訳漏れが発生する．そ
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のために，翻訳漏れを前提とした類似性判定が必要であり，算出される類似度

を補正する方式を提案する．

また，類似度を補正する方式では，知識カードが日本語か中国語かのいずれ

かの単一言語で書かれている場合には機能するが，知識カード内の一つの文中

に両方の言語が混在する場合は，うまく分類ができない．そこで，類似度を補

正する方式に加えて，知識カードの書かれている文が日本語なのか中国語なの

か，あるいは混在しているのかを識別できる方式をもとに，知識カード内に両

方の言語が混在する場合にも正しく分類する方式を提案する．

1.4 本論文の構成

本論文では，第 2章以降を以下のように構成する．

第 2章では，文献 [68][69][70][71][72] をもとに，オフショアソフトウェア開

発企業における知識共有システムの必要性とそれに基づいて構築したBBS形

式で知識カードを蓄積した結果を述べる．利用者へのアンケート調査を実施し

て，構築したシステムを評価し，より有用なシステムとするための課題を明確

にする．

第 3章では，文献 [73][74][75][76] をもとに，知識共有システムに蓄積された

中国語のみで記述された知識カードに対する分類方式を提案する．先ずは，日

本語の知識カードを対象にした，カテゴリ辞書と呼ぶ分類カテゴリを特徴付け

る辞書を用いた知識カード分類方式について述べ，その中で用いられている判

定処理を中国語の知識カードに適用する際の課題を明らかにする．その上で，

中国語の知識カードの分類に際して，翻訳用辞書 (中国語から日本語へと単語

を変換)を用いる際の「変換漏れ」に対する処理を組み入れ，それをもとに分

類する方式について述べる．さらに、実験による評価を行い，提案方式の有効

性を示す．

第 4章では，文献 [77][78]をもとに，中国語と日本語が知識カードの一つの

文中に混在した場合の分類方式を提案する．中国語と日本語が混在する文をそ

れぞれの言語に対応した形態素解析ツールに入力して得た単語列データに対し

て，ドメイン辞書 (中国語から日本語へと単語を変換)をもとに “フィルタリン

グ”と “変換漏れ補正”の処理を実行し，その結果としての単語列データに対

する判定処理により分類する方式について述べる．さらに、実験による評価を
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行い，提案方式の有効性を示す．

第 5章では，結論として本研究で得られた成果をまとめ，今後の課題を述

べる．
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第2章

BBS上の日本語と中国語による知識

共有システム

2.1 緒言

日本から中国向けのオフショア開発が年々増え，受注先の中国オフショアソ

フトウェア開発企業では，開発経験の浅い若手中国人 SEを大量に雇用してい

る [7]．その結果として，技術力，日本語能力，業務知識が不十分なために，工

程や品質を守れないケースが多く発生している．本章では，このことを解決す

るために，日本語レベルの低い中国人 SEが開発現場で日常的に活用できる知

識共有システムを提案する．

一般のアウトソーシングにおいては，最終成果物をチェックすることで品質

を管理しているが，開発プロセスの中で「中国企業側の仕様理解不足による日

本側企業への設計への差し戻し」，「日本側企業の仕様説明不足や設計不備に

よる中国側企業での工程の手戻り」といったことが，日本から中国向けのオフ

ショア開発では多く発生している．このことにより，日常の開発段階で用いら

れている「仕様書、日報、試験報告書」等の大量の日本語文書まで含めた工程

管理，品質管理が必要であり，このような文書作成やプログラム作成に際して，

開発現場での中国人 SEを日常的に支援し，かつ開発を継続しながらの SEの

スキルアップを図ることが重要である．

ビジネスのグローバル化によるオフショアソフトウェア開発取り組みの目的

として，表 2.1は文献 [79]に示された日本企業に関しての調査結果である．
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表 2.1: オフショアソフトウェア開発取り組みの目的 (単位:%)

項目 割合

開発コストの削減 93.8

国内人材不足の補完 80.2

海外の高い技術力の活用 20.8

ソフトウェア関連の売り上げ拡大 18.8

開発のスピードアップ 9.4

相手先国市場の開拓 12.3

コア・コンピタンスへの経営資源の集中 7.3

中国側企業における日本向けのオフショアソフトウェア開発作業は，当初

コーディングと単体テスト工程が大半であったが，表 2.1に示される日本側企

業のオフショア開発の目的にある開発コストの削減，国内人材不足に対応する

形で，次第に詳細設計から結合テストまでと受注工程が広がってきた．最近で

は，日本側企業がシステムテストを実行できる開発サーバを専用線経由でオフ

ショア側企業も利用でき，システムテストまでの工程を含めたオフショア開発

案件が増えている．このような場合に，ソフトウェア開発の上流工程もスムー

ズかつ効率的に展開できるためには，業務知識が必須である．中国側企業内で

の類似した開発実績の業務内容やチームメンバーが纏めた反省点などの知識を

共有するシステムを活用できるならば，特に経験の少ない若手技術者に対して

有効と考えられる．また，このような知識共有システムを利用して，関連情報

を勉強する際に，随時質問しながら，回答を受け取ることで，教育時間を減ら

すことが期待できる．

質問に対して回答を受け取る代表的な形態として，BBSと呼ばれるシステ

ムが多く利用されている．情報交換や会話・議論などを非同期に行うことがで

き，オフショアソフトウェア開発現場に導入することで，開発途中での問題点

について，プロジェクトの垣根を越えて質問し，回答をもらうことが可能と考

えられる．ただし，オフショアソフトウェア開発企業にBBSを導入する際に

は，中国人 SEの日本語能力の低さを前提として，中国語と日本語を混在して

利用できる環境を構築するすることが必要となる．
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筆者が所属する済南凌佳科技有限公司では，日報管理，勤怠管理，トレーニ

ング管理，ニュース，設備管理，といった企業としての日常管理機能を組み入

れた「凌佳内部管理システム」を運用している．これの一部として，BBS形式

による知識共有機能を「凌佳知識共有システム」として開発した．この「凌佳

知識共有システム」では，オフショアソフトウェア開発の技術者のために，オ

フショア開発の流れ，各分野の業務基礎知識，ソフトウェア開発技術 (フレー

ムワーク，開発言語，データベースなど)，プロジェクトマネジメントにおけ

る管理指標 (レビュー指摘率，バグ率)，といった事項に関しての様々な質問と

回答からなるBBS形式のQ&A(Question and Answer)機能が組み入れられて

いる．これらのQ&Aは，現場では有用な知識として活用される．

以下，2.2節では，BBS形式の「凌佳知識共有システム」について述べる．

2.3節では，この「凌佳知識共有システム」に関して，実際の利用によるアン

ケート調査の結果を説明する．最後に 2.4節で，本章のまとめを述べる．

2.2 オフショアソフトウェア開発現場でのBBS形式

の知識共有システム

2.2.1 BBS形式の知識共有システムの概要

提案する知識共有システムは，掲示板管理処理，質問受付処理，回答受付処

理，検索受付処理といった典型的なBBSシステムの四つの機能から構成され

る．「凌佳知識共有システム」の構成を図 2.1に示す．

オフショアソフトウェア開発企業としては，中国人 SEがQ&Aを書く時に

も，日本語を用いることを原則的には義務付けている．しかし，日本語レベル

の低い SEは中国語を用いないと真に質問したいことを表現できない上に，回

答も中国語で書かれていないと理解できないために，システムとしては中国語

を用いてのQ&Aも使えるようになっている．また，業務内容などに関する顧

客の機密情報を漏洩させないためにログインパスワードでのアクセス制御が導

入されている．さらに，プロジェクト特有のQ&Aに関して，他のプロジェク

トメンバに閲覧させないために，プロジェクトチーム，あるいはプロジェクト

チームメンバーを指定できるようになっている．指定されたことに対してメー
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ルでの通知もなされるが，その際には外部への発信を防ぐために，イントラ

ネットに設置された社内向けメールサーバが用いられる．
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図 2.1: 「凌佳知識共有システム」の構成

BBS 形式による知識共有としての機能以外に，プロジェクトマネージャや

経営幹部が現場 SEの技術的興味の動向を把握するために，どのような情報が

やりとりされているかについて，プロジェクトごとの統計情報として，現時点

でのQ&A(知識)合計数，未解決数，解決済み数を算出し，人気ジャンルラン

キングが何であるかを提示する機能もある．また，SE どうしで回答に対する

評価を実施し，役に立った回答数を多く行った SE，Q&Aが多いプロジェクト

チーム，人気ジャンルランキングに関して，TOP5の情報を取り出すことがで

きる．また，回答を検索する際には検索対象情報の日付制限，質問を書き込む

際には回答に対する期限の設定や回答者を指定することを通して，Q&Aとし

ての実用性や実効性を保証するようにしている．プロジェクトの垣根を超えて

Q&Aを増やすために，TOP5に入った中国人 SEに対する奨励策も導入して

いる．

各部署のリーダ達は，この知識共有システムから提示される情報をもとに，
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中国人 SEの作業状況，プロジェクト開発等に関して，例えば「ある SEから

は開発作業に関わる質問が多く出ている」，「未解決なQ&Aがプロジェクト全

体でいつまでもなくならない」といったことから，開発進捗が停滞しているな

どの問題に気づくことができる．

この知識共有システムは，サブシステムとして「凌佳内部管理システム」に

統合されていることから，毎日「凌佳内部管理システム」にログインする必

要がある SEにとっては，業務中は随時Q&A機能を利用できるようになって

いる．

以下に，知識共有システムとしての質問受付処理機能，回答受付処理機能，

検索受付処理機能の特徴をそれぞれ述べる．

2.2.2 質問受付処理機能

質問受付処理機能では，質問内容として日本語も中国語も使える形式となっ

ており，やり取りされるQ&Aは，質問とそれに関する一連の回答というよう

な形の知識カードと呼ぶ形式でBBSデータベースに保存される．

図 2.2は，質問入力画面であり，表 2.2に示すように必須入力項目とそれ以

外の項目から構成される．

表 2.2: 質問入力項目

種別 項目名

必須入力項目 タイトル，問題キー，問題大分類，問題小分類

オプション入力項目 指定回答者，指定回答時間，問題内容，チェッ

クボックス (メールでおしらせ)，ラジオボタン

(全員共有/条件共有)

タイトル項目は質問のテーマであって，例えば「gccコンパイラのバージョ

ンによる特徴を教えて下さい.」などのように質問内容を十分に記述できるな

らば，問題内容項目に記入する必要がない．加えて，問題キー項目は，質問に

関するキーワードであり，これら 2つを併用して容易に質問を発信することが

できる．また，この問題キー項目は知識データとして保存されたデータベース

への後述する検索にも利用される．
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図 2.2: 質問入力画面

図 2.3: 回答者選択画面
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さらに，先ほどの例のようにある「gccコンパイラ」といった技術に熟知し

ている SEは誰であるかを質問者が知っている場合には，質問入力画面にある

ように「指定回答者」を入力する，さらにその指定回答者に「質問が発信され

たことをメールで通知する」といった機能を用いて，的確な回答を得ることも

できるようになっている．図 2.3は，指定回答者を検索，追加する画面であり，

複数人を指定できる．

また，例えば「コンパイルエラー」の意味や対応の方法について質問を行い

たいときには，補足説明のための電子ファイルを添付することもできる．日本

語レベルの低い中国人 SEにとって，日本語版Cコンパイラの日本語のエラー

メッセージを質問するにも, その見方が曖昧なままに行うことは困難であり，

画面のスナップショットそのものを使って質問することで，質問へのハードル

を下げることにつなげている．常に，このような日本語能力が不足しているこ

とに起因する問題を，機能設計において考慮している．

また，情報漏洩防止のためのアクセス制御として，質問入力画面の最下部に

は，「全員共有」と「条件共有」という二つのラジオボタンによる選択肢があ

り，「全員共有」では全従業員がこの質問に関しての閲覧も回答も行うことがで

きる．一方，「条件共有」は，顧客の情報漏洩防止のために，プロジェクト体制

で開発していることから質問者と同じ開発プロジェクトのチームメンバーしか

質問ならびに回答にアクセスできないように制限される．

2.2.3 回答受付処理機能

図 2.4は，回答入力画面であり，回答欄に記載される内容に回答者，回答日

付，回答時刻を受付処理として自動的に作成して付与する．質問受付処理画面

と同様に，必要な場合には「添付ファイル」機能を利用して，ファイルを添付

して回答することができる．また，質問に対して複数の回答がスレッドとして

記録され，質問者は回答スレッド確認して納得した場合には「採用」というボ

タンをクリックし，その結果，BBSとしてのQ&A一覧画面では，ステータス

として「解決済」と表示される．
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図 2.4: 回答入力画面

2.2.4 検索受付処理機能

Q&Aデータとして保存されたものは，開発レベルや日本語能力の低い中国

人 SEにとって役立つ情報が多くあり，質問をする前に検索して調べることが

行われる．質問入力画面で必須入力項目である「問題キー」を用いたキーワー

ド検索以外に，以下に示すとおり質問と回答として記載された内容に対する

キーワードマッチングによる全文検索も可能なようになっている．

図 2.5に，検索画面の構成を示す．画面上部で一般的に用いられる検索キー

ワードを入力するだけでなく，検索オプションとして，所属チーム名，質問者，

質問期間，検索対象として「問題キーのみ」，「問題キーと質問内容」，「問題

キーと質問内容と回答内容」を指定できる．検索結果は，Q&Aのステータス

とともに表示され，リストに付与されたチェックボックスを選択して，図 2.6

に示すように内容を読むことができる．
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図 2.5: 検索画面

図 2.6: 検索結果の内容詳細表示画面
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ここで，中国人 SEによる検索入力の不適切さや不正確さに対する検索効果

を比較するために，同じ意味を持つ中国語，日本語をキーワードとして，「質

問部分のみに対する検索」，「回答部分のみに対する検索」，「質問と回答の両部

分に対する検索」の場合に分けて，10個のキーワードを使って実験を行った．

検索入力内容にヒットしたQ&Aの件数を，表 2.3に示す．

表 2.3: 検索によるヒット数

検索

実験

キーワード 質問部分

のみ

回答部分

のみ

両方部分

1
中国語 项目管理 3 3 5

日本語 プロジェクト管理 21 13 30

2
中国語 安全 28 36 43

日本語 セキュリティ 51 4 55

3
中国語 公司 21 45 61

日本語 会社 70 10 79

4
中国語 开发 32 25 50

日本語 開発 60 46 102

5
中国語 工作 35 33 58

日本語 仕事 43 9 50

6
中国語 加班 2 3 1

日本語 残業 5 1 6

7
中国語 学习 18 13 25

日本語 勉強 77 37 97

8
中国語 测试 22 24 37

日本語 テスト 48 29 68

9
中国語 中文 乱码 4 1 5

日本語 中国語文字化け 0 1 1

10
中国語 品质 问题 4 3 6

日本語 品質 問題 8 1 9

計
中国語検索 169 186 294

日本語検索 383 151 497
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質問部分と回答部分の両方に対する全文検索を行う場合，明らかにヒット総

数が増えている．このことは，質問や回答において，現実に日本語と中国語が

混在して用いられていることを示している．

2.3 アンケート調査による評価結果

済南凌佳有限公司の約 180名の技術者によるこの知識共有システムの利用

により，10,000件以上の知識カードが蓄えられている．そこで，知識共有シス

テムの評価として，アンケートを実施した．回答者 158名の役職は，PM(プ

ロジェクトマネージャ)が 5名，PL(プロジェクトリーダー)が 16名，SL(サブ

リーダー)が 33名，PG(プログラマー)が 104名となっている．なお，この役

職認定は，表 2.4の規則となっている．

表 2.4: 役職規則

役職名 規則内容

PM 開発経験年数 8年以上，日本語 1級レベル以上

PL 開発経験年数 5年以上，日本語 2級レベル以上

SL 開発経験年数 3年以上，日本語 3級レベル以上

PG PM，PL，SL規定に非該当

蓄積されている知識カードデータは，「フレームワーク，開発言語，データ

ベース，開発ツール，環境構築」といったソフトウェア開発に関わる技術以外

にも，品質，レビュー，見積りなどプロジェクト管理に関連するQ&A，さら

に「日本語の勉強，社内環境，経営への提言」もやり取りされている．それら

は，「開発技術，基礎技術，内製ツールの使い方，日常業務，一般ビジネス知

識，プロジェクト管理，その他」といった 7種類のカテゴリに分類されて保存

されている．アンケート内容の項目を，表 2.5に示す．
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表 2.5: アンケート内容

項目 質問事項

1 あなたが知識共有システムを利用したいと思った理由は何です

か．(複数選択可)

2 あなたは知識共有システムへ登録するとき，どの言語を利用しま

したか．

3 今後知識共有システムにQ&Aを登録するときに，どの言語を利

用したいですか．

4 あなたが質問したことに対する回答がありましたか．その回答内

容はあなたにとって役立ちましたか．

5 あなたが質問したことは下記のどのカテゴリに属していますか．

(複数選択可)

6 あなたが満足できない理由と推薦するカテゴリなどを記入してく

ださい．

7 あなたの入力したキーワードにより，期待したとおりに検索結果

がよくなりましたか．

8 検索機能について，意見を記入してください．

9 あなたはしばしば知識共有システムにやり取りされている質問や

アクセスの多いQ&Aなどを読みますか．(選択式)

10 あなたは未解決の質問を目にすると，できるだけ回答しようとし

ますか．

11 あなたは回答のあった質問 (解決済み)に対して，再アクセスし

ますか．

12 あなたは回答のない質問 (未解決)に対して，再アクセスします

か．

13 あなたの知識共有システムの機能に対する要望，意見を記入して

ください．

先ずは，“システムの利用頻度”について，アンケート内容の項目 9の選択

式回答から集計したアンケート結果を，表 2.6に示す．
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表 2.6: システムの利用実態の分布 (単位:%)

役職名

PM PL SL PG

毎日 2～3回 1.9 2.0 11.3 41.0

週に 4～5回 0.6 1.9 5.0 20.6

週に 2～3回 0.6 2.5 3.8 7.5

ほとんど利用しない 0.0 0.0 0.0 1.3

毎日 2～3回，知識共有システムを利用する技術者は 60%ぐらいであり，1日

の平均登録知識件数は，約 30件～50件となっている．特に，PGの利用頻度

が期待通りに高くなっている．

次に，“推薦カテゴリ”について，アンケート内容の項目 6の記述式回答か

ら集計したアンケート結果を，表 2.7に示す．

表 2.7: 推薦カテゴリの割合 (単位:%)

役職名

PM PL SL PG

開発技術 3.1 9.4 18.0 56.3

基礎技術 3.1 9.4 15.6 65.8

内製ツールの使い方 1.3 3.1 9.4 62.5

日常業務知識 3.1 7.5 12.5 50.0

一般ビジネス知識 3.1 9.4 11.3 6.3

プロジェクト管理 3.1 9.4 15.0 9.4

その他 0.6 1.9 3.8 12.5

基礎技術に関しての評価がどの役職においても高く，これはまだまだ技術レ

ベルの修得が企業全体として不十分であることを示している．

次に，“検索機能”について，アンケート内容の項目 8の記述式回答から集

計したアンケート結果を，表 2.8に示す．
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表 2.8: 検索機能の評価 (単位:%)

役職名

PM PL SL PG

かなり良い 0.6 3.1 6.2 30.0

良い 1.3 5.0 7.5 9.4

普通 1.3 0.6 2.5 12.5

悪い 0.0 0.6 1.9 15.6

かなり悪い 0.0 0.0 0.6 1.3

知識カードの登録数が 10,000件以上となっているので，検索機能は重要であ

るにもかかわらず，表 2.8に示すように，「かなり良い」と「良い」が 63%程度

しかない．この理由としては，検索結果の重要度を判定する処理がなく，ラン

キング表示がなされていないために，結果的に 1件ずつ読む必要があり，時間

がかかる点があげられている．検索精度向上やランキングに関する機能改善が

必要であるとともに，検索結果が適切でないと判断される場合は，Q&Aデー

タのステータスの状態を「未解決」に戻すことができる差戻し機能といったこ

とも考慮しなければならない．

最後に，“システム全体の実用性”について，アンケート内容の項目 1の選

択式回答から集計したアンケート結果を，表 2.9に示す．

表 2.9: システム全体の実用性評価 (単位:%)

役職名

PM PL SL PG

非常に実用的である 1.3 5.0 9.3 40.0

実用的である 1.9 1.9 5.6 16.3

普通 0.0 0.0 2.5 3.1

実用的でない 0.0 0.0 0.6 2.5

全く実用的でない 0.0 0.0 0.0 0.6
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概して肯定的な意見が多く，表 2.9のとおり，「非常に実用的である」と「実用

的である」で 81.3%が回答し，業務効率の向上を述べている．例えば，「Javaで

DBにアクセス」に関する質問事項に関して，「ORACLE，HiRDB，SQLServer

とのアクセス方法」や対応するソースコードがすぐに検索でき，そのまま利用

できた事例もある．あるいは，上水道管理システムの開発プロジェクトの担当

メンバが，水道事業の業務用語を勉強するため，「水道業務用語」をキーワー

ド入力して検索し，検索結果から水道業務用語ファイルをダウンロードした事

例もある．

また，アンケート項目のNo.13にある要望や意見を分析した結果，知識共有

システムの分類カテゴリに対する細分化，類似した知識が中国語と日本語の両

方が登録された場合に一括で検索できる機能，というものがあり，これらは知

識データが追加された際の自動分類や中国語と日本語が混在した文を扱う必要

性を示唆している．

2.4 結言

本章では，オフショアソフトウェア開発企業として構築した知識共有シス

テム，ならびにそのシステムでのQ&A処理と検索処理について述べた．オフ

ショアソフトウェア開発現場では，開発技術レベルの低さや日本語能力の不足

といったことを前提として，SEの日常的な作業を支援することが必要であり，

「日本語でも中国語でも利用できる，回答指定者を設定できる」といった点か

ら，BBSを利用した知識共有システムを構築し，実アンケートをもとに評価

を行った．

アンケート回答者は，PM(プロジェクトマネージャ)，PL(プロジェクトリー

ダ)，SL(サブリーダ)，PG(プログラマ)の計 158名で，その中で 104名の PG

の約 62%が日常的に知識共有システムを利用していると判断される回答を行っ

ていた，このことは，開発した知識共有システムがオフショアソフトウェア開

発現場での大きな課題として指摘した中国人 SEの技術者としてのレベルの低

い点を補う手段として機能していることを示している．また，そのような知識

共有システムに蓄積された知識やノウハウの内容として，「基礎技術」のカテ

ゴリをどの技術者層も役立つものと回答していることから，逆に経営の視点か

らは開発企業としての技術レベルとして「基礎技術」に関する教育・研修をま
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だまだ強化すべきことが明らかにされた．

構築した知識共有システムは，PMといった管理職レベルからPGといった

技術者にいたるまで利用され，さまざまな知識・ノウハウの提供・共有が行わ

れているが，分類に関してはカテゴリそのものの整備と自動化が課題として認

識された．
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第3章

中国語知識カードの分類方式

3.1 緒言

本章では，第 2章における「凌佳知識共有システム」に蓄積されている「知

識カード」として，「日本語の知識カード」，「中国語の知識カード」，「日本語と

中国語が混在している知識カード」があり，同じ内容のものは同じカテゴリに

分類して活用することを目的に，先ずは「中国語の知識カード」の分類方式を

提案する．

この背景には，知識カードの活用として，中国のオフショアソフトウェア開

発企業として日本語での開発作業や商慣習に関わる知識の理解・修得を推進し

ていることから，「中国語の知識カード」を言及している知識内容が同じ「日

本語の知識カード」の知識分野 (以下，分類カテゴリ)に分類して，検索や閲

覧に役立てる必要がある．従って，「日本語の知識カード」の分類カテゴリをも

とに，「中国語による知識カード」を分類処理する必要がある．

1.2節で示した通り，知識カードに記された「質問-応答」においては，日本

語能力の問題のために正確な表現が少なく，意味的情報や知識カードごとの単

語に基づく統計情報をもとにした類似度による分類は適用できない．これに対

して，短文かつ口語表現が含まれる自由記述アンケートデータを対象に，単一

のアンケートデータの意味的情報や統計的情報を利用するのではなく，各々の

分類カテゴリにある程度のアンケートデータが分類済みの状況で，それらの分

類カテゴリに含まれるアンケートデータ群の単語の統計的情報を利用して，新

たに追加されたアンケートデータを分類する，「カテゴリ辞書を用いた意見分

29



類方式」[65][66][67]が提案されている．

「凌佳知識共有システム」においても 7種類の分類カテゴリが既に整備され

ており，アンケートデータと同様に短文かつ口語表現が含まれる知識カードの

分類に，このような方式が適用できると考える．ただし，「カテゴリ辞書を用

いた意見分類方式」では，あくまでも日本語のみで記述されたデータを対象と

していることから，本研究が対象とする「日本語の知識カード」と「中国語に

よる知識カード」といった 2種類の知識カードを処理することはできない．

これを解決するために，まずは中国語のみで記述された知識カードを予め整

備した翻訳辞書を用いて日本語の知識カードに変換し，その際に発生する単語

の変換漏れに対する補正処理を行うことで，中国語で記述された知識カード群

を自動的に分類する方式を提案する．

以下，3.2節では，日本語知識カードを対象に，カテゴリ辞書を用いた知識

カード分類方式について述べ，その分類に際しての特徴と中国語知識カードに

適用する際の課題を明らかにする．その上で，中国語知識カードの分類に際し

て，変換漏れ補正率を定義し，それをもとに分類する方式について述べる．3.3

節では，実験による評価を行い，提案方式の有効性を示す．3.4節では，本章

のまとめを述べる．

3.2 カテゴリ辞書を用いた知識カード分類方式

3.2.1 カテゴリ辞書による分類方式の概要

日本語の自由回答式アンケートデータの分類用に開発された方式 ([67])を本

研究の日本語知識カードに適用した場合の処理の流れを図 3.1に示す．

この分類方式では，予め設定した分類カテゴリに日本語知識カードを登録

し，それぞれのカテゴリ内の単語とその単語のカテゴリ代表度の組み合わせか

ら成る「単語代表度辞書」，加えて共起パターンと呼ぶカテゴリ内の 2単語の

組み合わせとその共起パターンのカテゴリ代表度の組み合わせから成る「共起

パターン代表度辞書」を自動的に構築しておく．これは，カテゴリを単語の統

計的情報を用いて特徴付けることになる．新たに登録したい日本語知識カード

は，各々のカテゴリに紐づけられた「単語代表度辞書と共起パターン代表度辞

書 (以下，カテゴリ辞書)」に含まれる単語をどの程度含んでいるかという “代
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図 3.1: 日本語知識カードの分類方式
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表語含有度”が閾値 Thrを超えた場合には含まれる可能性のあるカテゴリ候補

として選出し，その後にカテゴリ毎に含まれる知識カードに使われている単語

との一致性を Jaccard係数という “使用単語一致度”をそれぞれの知識カード

ごとに算出し，その平均値が Thj を超えるとそのカテゴリに含まれると判定

する．

“代表語含有度”は，それぞれの単語で計算する tf -idf だけでなく，共起パ

ターンと呼ぶ2単語の組み合わせから算出するco tf -idf(co−occurrence tf -idf)

も用いて計算される．ここで，tf -idf は，“term frequency inverted document

frequency”というもので，各文書に特徴的に出現する単語に関する指標とし

て，テキストマイニング分野の研究では頻繁に活用されている．

tf -idf(wi) = tf(wi)× log(
N

df(wi)
)　 (3.1)

co tf -idf(wj, wk) = tfco(wj, wk)× log(
N

dfco(wj, wk)
) (3.2)

式 (3.1)において，wiは対象とする単語，tf(wi)は対象とする単語の対象カ

テゴリ内出現回数，N は全カテゴリ数，df(wi)は対象とする単語が含まれる

カテゴリ数である．また，式 (3.2)において，wj，wkは対象とする共起パター

ンの単語，tfco(wj, wk)は対象とする共起パターンの対象カテゴリ内出現回数，

N は全カテゴリ数，dfco(wj, wk)は対象とする共起パターンが含まれるカテゴ

リ数である．

分類カテゴリに含まれる日本語知識カード (以下，知識カード S)，新たに追

加される日本語知識カード (以下，知識カード X)のいずれであっても，それ

らに含まれる文を形態素解析ツール “茶筅” 1 を用いて，言語学的に意味を持

つ最小単位である形態素に分解し，単語系列データとして計算を実行する．

“代表語含有度”のRは，次に示す式に単語ごとに算出したRtと共起パター

ンで算出したRcoに対して，重み付け (式 (3.5)中の α)を行って算出する．

1http://chasen-legacy.sourceforge.jp/
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Rt =

∑
wi
tf -idf(wi)

nt

　 (3.3)

Rcot =

∑
(wj ,wk)

co tf -idf(wj, wk)

ncot

　 (3.4)

R = α×Rt + (1− α)×Rcot, 0 ≤ α ≤ 1 (3.5)

ntはカテゴリ辞書と知識カード Xの共通単語数，ncotはカテゴリ辞書と知

識カードXの共通パターン数である．

“使用単語一致度”の Jは，Jaccard係数であることから，以下のように算出

される．

J =
Nsx

Ns +Nx −Nsx

(3.6)

Nsx は知識カード Sと知識カードXの共通単語数，Nx は知識カードXの単

語数，Ns は知識カード Sの単語数である．

3.2.2 中国語知識カードを処理する場合の課題

本研究で対象としている知識共有システムでは，技術者の日本語レベルが低

いために，中国語で登録された知識カードが 29%を占めている．この際に，図

3.2に示すように，“茶筅”処理を中国語の文に適用すると，当然のことながら

正しい単語列データが得られない．

对�为实现�������

?,�,???,�,?,��,�,�,�

�	
����

�����������

図 3.2: 中国語の文に対する茶筅処理の結果例
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ここで，中国語の文を日本語に翻訳することも考えられるが，自動翻訳の変

換レベルはまだまだ不十分である．この結果，図 3.1の判定処理では正しい分

類結果がえられない．また，3.2.1節の方式は単語列データをもとにした処理

であるため，名詞や形容詞といった品詞に対応した中国語の単語のみを日本語

に変換させることも考えられるが，技術進歩の激しい情報分野で全ての IT用

語を登録し，完全な辞書を作ることは難しい．そこで，本研究では，定期的に

IT処理技術に関する書類，新聞，インタネット記事などから抽出した IT用語

をもとにした名詞を登録した不完全なながらも翻訳用辞書を用いることを前提

とした分類方式を提案する．

3.2.3 翻訳辞書と変換漏れ補正を用いた中国語知識カード分類

方式

中国語知識カードに対しては，中国語の形態素解析ツールである ICTCLAS2

を用いて中国語の単語列データに分解する． 次に，翻訳辞書を使って変換で

きる単語のみを日本語に変換する．この際に変換漏れが発生するために，近似

日本語単語列データとして扱う．従って，近似日本語単語列データによる “代

表語含有度”のRならびに “使用単語一致度”の J は変換漏れにより正確に算

出されない．本来はRならびに J に関する補正を必要とするが，式 (3.1)，式

(3.2)，式 (3.3)，式 (3.4)，式 (3.5)に示したように “代表語含有度”の補正は簡

単にはいかないことから，本論文では先ずは “使用単語一致度”の J の補正を

行う．Jは，その定義から変換漏れがある場合には，本来の値よりも小さくな

ることをを考慮して，Jaccard係数をここで推定する．この推定 Jaccard係数

を用いて，日本語知識カードと同様に分類処理を行う．

3.2.4 Jaccard係数推定処理

中国語の単語を日本語の単語に変換する際，翻訳用辞書に登録されていない

中国語の単語は変換されない．そこで，中国語知識カードの単語数から式 (3.6)

の分母の現れるNx，ならびに分母と分子に現れるNsxの単語数を推定するた

めに，以下の変換漏れ補正率を用いて補正する．

2http://ictclas.org/
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知識カードXの単語を翻訳した場合に，変換漏れが発生しているために，式

3.6の分母にあるNxは，知識カードXが完全に変換された場合の単語数より

は少なくなっている．しかし，変換漏れがなければ，知識カードXの変換前の

単語数に等しいことからNxには「知識カードXの変換前の単語数」を用いる

こととする．

一方，知識カード Xの単語を翻訳した場合の知識カード Sとの共通単語に

関しては，変換漏れの影響が及ぶことから変換漏れ補正率 (w > 1)を以下の式

で定義する．

w =
1

1−共通単語変換漏れ率
(3.7)

この結果，式 (3.6)の分母と分子にある Nsxは，「知識カード Xの単語を変

換した結果と知識カード Sとの共通単語数」に wを乗じて，推定することと

する．

推定 Jaccard係数は，以下の式で定義される．

推定 Jaccard係数 =
w ×Nsx

Ns +N ′
x − w ×Nsx

(3.8)

ここで，N ′
xは，「知識カードXの変換前の単語数」である．

図 3.3は，推定 Jaccard係数を組み入れた「中国語の知識カード」を分類す

る方式の処理の流れを示している．図 3.3中の破線で囲った部分が，「中国語の

知識カード」を扱うために新しく追加された処理ブロックを示している．中国

語の単語列データを日本語単語列データに変換する際に用いられる「翻訳用

辞書」には，分類処理の際に参照される「分類サンプルである日本語知識カー

ド」に含まれている単語を先ずは登録する．加えて，IT処理技術に関する書

類，新聞，インタネット記事などから抽出した IT用語も登録する．
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3.3 実験結果ならびに分類精度の評価

3.3.1 実験条件

「凌佳内部管理システム」に蓄積されている 570件の中国語知識カードを実

験に用いた．文として最も長い知識カードには 81単語 (その中で，名詞は 38

単語)が含まれ，最も短い知識カードには 3単語 (その中で，名詞は 2単語)が

含まれ，このことは内容だけでなく質問として簡潔なものもあれば，詳しく記

述されるものがあることを示している．570件の知識カードに含まれる文の平

均単語数は 22単語 (名詞に限れば，11単語)である．翻訳用辞書としては，情

報分野の専門用語を中心に 1587個の単語を登録したものを使用した．「開発技

術，基礎技術，内製ツールの使い方，日常業務，一般ビジネス知識，プロジェ

クト管理」の 6種類のカテゴリに関して，人手により 36件の日本語知識カー

ドを予め登録した．

分類精度としては，再現率，適合率，さらに再現率と適合率の調和平均であ

るF値を用いる．変換漏れ補正率を決めるために，570件の中国語知識カード

から無作為で 100件を抽出し，F値が最大となるwを求めることとする．

以上をもとにした，分類精度の実験手順は，以下の通りである．

ステップ 1: 570件の中国語知識カードから無作為に 100件を抽出し，wの値

を変えて，図 3.3の処理から F値を求め，F値が最大となるwの値を算

出する．

ステップ 2: 求めたwを用いて，ステップ 1で用いた 100件の中国語知識カー

ドを除いた 470件に対して，図 3.3の処理から再現率，適合率，F値を算

出する．

ステップ 3: 比較するために，ステップ 2で用いた 470件の中国語知識カード

を人手で翻訳した日本語知識カード，及びグーグル翻訳 3 による日本語

知識カードのそれぞれに対して図 3.3の処理から再現率，適合率，F値

を算出する．

3https://translate.google.co.jp/
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ステップ 1からステップ 3にいたる評価実験を 10回繰り返し，得られた再

現率，適合率，F値の平均を分類精度評価の対象とする．

3.3.2 実験結果と評価

3.3.1節で示した実験手順に従い，変換漏れ補正率wを算出し，求めたwを

用いて分類実験を行った．その結果に関し，以下に述べる．

変換漏れ補正率の算出

図 3.4に，無作為に抽出した 100件の中国語知識データに対して，wの値を

変えたときの F値の変化を示す．

0%

20%

40%

60%

80%

1 2 3 4 5

w

F�

図 3.4: wの 1～5に対する F値

70%

71%

72%

73%

4 4.2 4.4 4.6 4.8 5

w

F�

図 3.5: wの 4～5に対する F値

w = 1は，使用単語一致度の算出で “変換漏れ補正”をしないままに判定処

理を行った場合を示している．図 3.4に示すように，明らかに “変換漏れ補正”

を行うことで，分類精度が向上していることがわかる．すなわち，「中国語の

知識カード」の分類方式として，提案する “変換漏れ補正”を組み入れた判定

処理が有効に機能していることとなる．

図 3.5は，図 3.4におけるwの 4～5の範囲に関して，刻み幅を細かく変化さ

せたときのものである．図 3.5から，変換漏れ補正率としての最適な値を求め

ることができる (今回の場合は，w = 4.1)．
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分類結果

表 3.1に 10回の分類評価実験の結果を，各試行で用いたwとともに示す．

表 3.1: 各試行における分類精度 (単位:%)

試行 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

w 4.1 4.3 4.0 3.9 4.3 3.9 4.3 3.9 4.0 4.1

F値 68.47 70.24 69.37 67.76 69.64 67.05 60.03 68.54 68.21 69.04

再現率 67.11 68.86 67.86 66.54 68.38 65.16 67.42 67.17 66.79 67.61

適合率 69.88 71.68 70.95 69.02 70.95 69.06 70.73 69.96 69.69 70.53

表 3.2に，中国語知識カード，人手で翻訳した日本語知識カード，グーグル

翻訳による日本語知識カードという 3種類のデータセットに適用した分類実験

の 10回の平均値を示す．

表 3.2: 分類精度 (単位:%)

中国語知識カード 人手で翻訳した日

本語知識カード

グーグル翻訳による

日本語知識カード

F値 68.74 59.16 54.67

再現率 67.29 55.67 52.08

適合率 70.25 62.27 57.13

実験結果の分析

中国語知識カードに対して，再現率と適合率の平均値は約 67.3%と約 70.3%，

F値は約 68.7%となっている．この評価実験結果からは，提案方式の分類精度

が人手あるいはグーグル翻訳で日本語に変換した知識カードの分類精度より高

いことが明らかになり，提案方式は分類方式として有効であることがわかる．

提案方式が比較対象のデータセットよりもかなりいい結果が得られている要

因として，以下のことがある．翻訳用辞書はそもそも IT技術用語を中心に整

備されていることから，分類カテゴリ内のサンプル知識カードに含まれる単語
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が基本的には登録されている．そのために，変換後の共通単語数Nsxを補正す

ることで，分類カテゴリとの判定が適切に行われている．一方，人手による翻

訳やグーグル翻訳では分類カテゴリ内のサンプル知識カードに含まれる単語に

翻訳されない場合もあり，その結果Nsxの値が低くなっている．

ただし，提案方式においても，本来とは異なるカテゴリへの誤分類が 149件

あり，これらの間違いパターンとその数は，以下のとおりである．

• 6種類の分類カテゴリのいずれかに判定されるものを「その他」のカテ

ゴリに分類 (58件)

• 分類カテゴリの間違い (23件)

• 複数のカテゴリに分類 (68件)

これらの誤分類の原因を分析したところ，形態素解析ツール ICTCLASに起

因する以下に示す 2つの要因が明らかになった．

(1)複合名詞の扱いの違い: 予め分類カテゴリに登録している分類サンプルと

しての日本語知識カードの文には，例えば，「販売システム」といった複合

名詞と呼ばれる単語が存在し，これに対して “茶筅”を適用した場合に複

合名詞は一つの単語として分解される．しかし，中国語知識カードでの

同じ意味を持つに対する “ICTCLAS”の適用では，「销售系统」は「销售」

と「系统」といった形で別々の名詞として分解されてしまう．この結果，

中国語知識カードを変換した日本語知識カードの単語数が多くなること

と，共通単語としてこれらが同定されないために推定 Jaccard係数の値

としても誤った値が算出されている．

(2)品詞の扱いの違い: “ICTCLAS”による分解された単語の品詞は，例えば

「管理 (中国語でも同じ漢字が使われる)」は名詞と動詞の両方の意味を

持つ単語であるが，“ICTCLAS”では動詞として出力される．提案方式

の判定処理では，名詞を用いているために，中国語知識カードを変換し

た日本語知識カードでは，これらの単語が判定の計算処理で用いられな

くなり，誤った分類カテゴリに判定されている．このような名詞と動詞

の両方の意味を持つ中国語の単語としては，例えば「管理，更新，動作」

といったように，比較的ソフトウェア開発現場で頻繁に用いられるもの

がある．
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3.4 結言

中国オフショアソフトウェア開発企業で用いられる知識共有システムの機能

として，日本語のみならず中国語で記述された知識カードを正しく分類管理す

ることが求められている．これに対して，分類判定に用いられる Jaccard係数

を不完全な「中国語－日本語翻訳辞書」を用いる場合に推定する方式を提案し，

評価実験の結果より中国語知識カードの 68.7% が正しいカテゴリに分類可能

となることが明らかとなった．人手による翻訳やグーグル翻訳による日本語知

識カードの分類精度より提案方式では高い分類精度が得られており，これは翻

訳用辞書によって内容を特徴付ける単語のみが変換されることで，判定処理が

適切に行われていることがわかった．もちろん，68.7%の分類精度は，実用的

な観点からは不十分である．ただし，使用単語一致度の算出で “変換漏れ補正”

をしないままに判定処理を行った場合には，分類精度を示す F値が約 20%と

低く，「中国語の知識カード」の分類方式として，“変換漏れ補正”を組み入れ

た場合には判定処理が有効に機能していることがわかった．

そこで，今後の精度向上に向けての課題として，第一に実験結果の分析で述

べたような中国語形態素解析ツール ICTCLASに起因する「複合名詞」や「品

詞」に対しての「特殊辞書」の構築があげられる．ただし，「辞書構築」に予

め人手や時間をかけることはできないために，誤分類が中国語形態素解析ツー

ルに起因するということの判定とその判定結果をもとにした事例からの「特

殊辞書」の自動構築についての取り組みが必要となる．第二に，変換漏れ補正

率 wは本論文では実験的に求めているが，人手や時間をかけずに求める必要

がある．

41





第4章

日本語と中国語が混在する知識カー

ドの分類方式

4.1 緒言

本章では，第 2章における「凌佳知識共有システム」に蓄積されている「日

本語と中国語が知識カードの一つの文章中に混在する」という状況に対する知

識カード分類方式を提案する．実際，「凌佳知識共有システム」では，日本語の

みを用いて登録された知識カードが 66%，中国語のみを用いて登録された知識

カードが 29%，両言語が混ざった形で登録された知識カードが 5%となってい

る．両言語が混ざった知識カードは，現状では全体に対する占める割合が少な

いが，新たに雇用する中国人 SEがいる限りは，日本語能力の不足から両言語

を用いた知識カードは増え続けることになる．第 3章で述べたとおり，言及し

ている知識内容が同じ「日本語の知識カード」の分類カテゴリに，このような

日本語と中国語が混在した知識カードも蓄積する必要があり，日本語のみの知

識カードや中国語のみの知識カードの分類方式で用いた形態素解析による単語

群の統計的情報を単純には適用できない．

このような多言語処理に対する研究としては，対訳用例や翻訳辞書を用いて

ある言語から別の言語への「翻訳タスク」に関してはなされているが [60][61]，

一つの文の中に複数の言語が用いられているという言語学的には間違っている

状況への取り組みはなされていない．

そこで，日本語と中国語が知識カードの一つの文中に混在している場合に，
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該当する中国語の単語のみを翻訳用辞書によって日本語に正しく変換すること

で，第 3章で提案した単語列データを使った分類処理を適用することを行う．

この際にも不完全な翻訳用辞書を利用することを前提として，日本語と中国語

が混在する知識カードを分類する方式を提案する．

以下，4.2節では，日本語と中国語が一つの文中に含まれる場合に，形態素

解析を実行して単語列データを得た場合の問題点を述べた上で，この課題に

対するアプローチとそれに基づく分類方式について述べる．4.3節では，実験

による評価を行い，提案方式の有効性を示す．4.4節では，本章のまとめを述

べる．

4.2 日中両言語が混在する知識カードの分類方式

4.2.1 形態素解析ツールの適用における課題

「凌佳知識共有システム」に蓄積されている「日本語と中国語が一つの文中

に混在する知識カード」の例を，表 4.1に示す．なお，質問文に関しては，同

じ意味の日本語を括弧内に示す．

図 4.1は，“茶筅”，あるいは “ICTCLAS”に両言語が混在する文を入力し，

形態素解析を行った結果の例を示す．
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図 4.1: 両言語が混在する文の形態素解析結果の例
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表 4.1: 日本語と中国語が混在する知識カードの例

分類カテゴリ 知識カード (上段：質問，下段：回答)

開発技術

请教 gcc不同版本的编译方法 (gccコンパイラのバー

ジョンによる違いを教えてください．)

GCC 4.3:Intel Core 2やAMD Geodeプロセッサーへ

の対応を強化したバージョン

GCC 4.4:graphiteブランチで開発されてきた最適化

機構が正式に取り込まれた．

基礎技術
请教スレッド排他制御的例子 (javaスレッドの排他制

御の例を教えてください．)

synchronized(排他的に利用したいインスタンスの式)

内製ツールの使い方
JAVA中的Debug方法を教えてください．(javaのデ

バッガでのステップ実行の方法を教えてください．)

双击你认为会出错的那部分代码之前断点这表示断点

测试，使用Debug 运行，当运行到断点，它就会停下

来，然后你确认进入 debug．可以一步一步的往下

手动按步骤走，同时查看属性值．这样就可以发现错

误原因．

日常業務
B票内容的填写，注意することは何ですか．(B票記

載内容記入で，注意することは何ですか．)

直接的原因:プログラム的にどうなっていたかを具体

的に記述すること．

一般ビジネス知識
请教日本語ビジネス文書作法要点．(日本語ビジネス

文書作法のコツを教えてください．)

和写中文商业资料一样，内容要正确，明确，简洁．

プロジェクト管理

利用WBS能提高コスト見積もりの精度?(ワークブレ

クダウンストラクチャは，コスト見積もりの精度を高

めますか．)

估算方法有三类，WBS估算是最准确的

1.类似项目估价算 (TopDown)

2.系数模式估算 (功能点分析 (FP)，COCOMO)

3.BottomUp估算 (WBS)
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形態素解析ツールに両言語が混在する知識カードを入力すると，当然ながら

文法的な分析は行わず，語彙だけを単語列データに分解しようとする．英語と

は違い，日本語と中国語はともに漢字が用いられ，同じ漢字もかなりの数が含

まれている．コンピュータ業界の文字列標準Unicodeでは，日本，中国，韓国

で使っている漢字を CJK(Chinese, Japanese & Korean)という文字セットに

登録しているが，1つの漢字に対して同一のコードが指定されているため，言

語の判定に用いることができない．従って，漢字が含まれる知識カードの言語

を見分けることができないために，両言語が混在する知識カードの形態素解析

ツールによる分析結果は正しいものが得られない．

4.2.2 課題へのアプローチ

4.2.1節で示した課題を解決するため，本研究では両言語の形態素解析ツー

ルの特性を利用する．“茶筅”と “ICTCLAS”は，それぞれの言語に対応する

文を正しく解析し，単語列データに分解できる．しかし，本来想定している

ものと異なる言語の文を解析すれば，1つの語彙をさらに小さい文字に分ける

[80][81]．例えば，ICTCLASが “勉強”という日本語の単語を解析すると，中

国語にその単語がないので，“勉”と “強”という 2つの文字に分解する．“茶

筅”で中国語の文を解析するときにも，同様の結果が導かれる．

図 4.2は，本来想定しているものと異なる言語で書かれた文を入力データと

して，それぞれの形態素解析ツールを用いた際の出力結果を示したものであ

る．ここで，2つの形態素解析ツールの出力結果を文の先頭から比較し，単語

列データとして長いものを順次採用することで，両言語が混在している文で

あっても，言語判定を行わずとも正しい単語列データが得られている．実際，

図 4.3に示すように，日本語と中国語が混在する文に適用した予備実験の結果

では，正しい単語列データが導かれている．

従って，日本語知識カード，中国語知識カード，両言語が一つの文に混在す

る知識カードのいずれに対しても，2つの形態素解析ツールで単語列データに

分解し，それらの分解された 2つの単語列データから正しい解析結果を生成す

るというアプローチを行う．
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図 4.3: 言語ごとの形態素解析結果

4.2.3 ドメイン辞書を用いた知識カード分類方式

図 4.4は，日本語，中国語或いは両言語が混在する知識カードを統一的に分

類する方式の処理の流れを示している．
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知識カードの言語を判定せず，日本語と中国語の形態素解析ツールを用いて，

知識カードの内容を単語列データに分解する．日本語の形態素解析ツールとし

て “茶筅”を，中国語の形態素解析ツールとして “ICTCLAS”を用いて解析す

る．その後，2つの形態素解析ツールで処理された結果を比較し，正しく解析

された単語列データを生成する．解析された単語列データの中の中国語の部分

のデータは，第 3章で用いた翻訳用辞書を用いて，日本語の単語列データに変

換する．一方，解析された単語列データの中の日本語の部分のデータに対して

も，同じ辞書を用いてフィルタリングを行い，日本語の単語列データに変換す

る．これは，両言語を用いて書かれた文というのは，そもそも日本語能力のレ

ベルが低いために発生していると考えられ，そのために日本語としても意味を

なさない，あるいは不正確な単語が含まれるからである．このような日本語と

しても意味をなさない，あるいは不正確な日本語の単語列データをそのまま残

して判定処理に用いると，必然的に推定 Jaccard係数の分母が大きくなり，判

定処理に誤りを引き起こす．このことを回避するために，辞書に含まれる単語

を専門分野を表す重要語として，解析された日本語単語列データにフィルタを

かけることとする．このように第 3章で用いた翻訳用辞書は，本章で提案する

方式では，「翻訳」と「フィルタ」の用途で利用することから，改めて “ドメイ

ン辞書”と呼ぶこととする．

ただし，このような “ドメイン辞書”によるフィルタ処理では，辞書に含ま

れない単語を全て取り除くので，“翻訳”の場合と同様に必要な単語が処理か

ら漏れるという問題も発生する．すなわち，そのまま翻訳及びフィルタした日

本語の単語列データをもとに Jaccard係数を計算するのではなく，第 3章と同

じく漏れ補正率をもとに推定 Jaccard係数を算出し，判定処理に用いる．

4.3 実験結果ならびに分類精度評価

4.3.1 実験条件

「凌佳内部管理システム」に蓄積されている「日本語と中国語が混在して用

いられている知識カード」の内容は，6つのカテゴリに万遍なく対応していな

い．そこで，第 3章の実験で用いた「凌佳内部管理システム」に蓄積されてい

る 570件の中国語知識カードをもとに，人手で翻訳した日本語知識カード，人
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手で作成した両言語が混在する知識カードを作成した．ドメイン辞書には，第

3章と同じ情報分野の専門用語を中心に 1587個の単語を登録した．また，「開

発技術，基礎技術，内製ツールの使い方，日常業務，一般ビジネス知識，プロ

ジェクト管理」の 6種類のカテゴリに関して，人手により 36件の日本語知識

カードを予め登録した．漏れ補正率を決めるために，570件の中国語知識カー

ドから無作為で 100件を抽出し，F値が最大となるw を求めた．

以上をもとにした，分類精度の評価手順は，以下の通りである．

ステップ 1: 570件の中国語知識カードから無作為に 100件を抽出し，wの値

を変えて，図 4.4の処理から F値を求め，F値が最大となるwの値を算

出する．

ステップ 2: ステップ 1で用いた 100件の中国語知識カードを除いた 470件の

中国語知識カード (以下，CHNと表記)に対して，人手で翻訳した日本

語知識カード (以下，JPNと表記)，人手で作成した両言語が混在する知

識カード (以下，C&Jと表記)の 3種類のデータセットを作成する．

ステップ 3: ステップ1で求めたwを用いて，470件の“C&J”，“CHN”，“JPN”

のそれぞれに対して，図 4.4の処理から再現率，適合率，F値を算出す

る．

ステップ 1からステップ 3にいたる評価実験を 10回繰り返し，得られた再

現率，適合率，F値の平均を分類精度評価の対象とする．

4.3.2 実験結果と評価

4.3.1節で示した実験手順に従い，表 4.2に 3種類のデータセットに適用した

分類実験としての分類精度の平均値を示す．
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表 4.2: 分類精度 (単位:%)

C&J CHN JPN

F値 68.54 68.74 69.32

再現率 66.49 67.29 67.80

適合率 70.76 70.25 70.85

表 4.2より，中国語知識カード及び両言語が混在する知識カードを分類した

場合の F値はそれぞれ 68.74%，68.54%となっており，日本語知識カードを分

類した場合の F値の 69.32%と比較しても遜色ない精度が得られた．評価実験

の結果より，提案方式によって，日本語と中国語が混在する知識カードに対す

る分類方式の有効性を示すことができた．

4.4 結言

中国オフショアソフトウェア開発企業で用いられている知識管理システムの

機能として，日本語のみならず中国語で記述された知識カードを正しく分類

管理することが求められている．特に，日本語能力の低い中国人 SEが記述し

た知識カードには，中国語と日本語が一つの文に混在している場合があり，こ

れまで単一言語を前提とした分類方式では処理できなかったことを，2つの形

態素解析ツールの特性を利用して単語列データを生成し，さらに “ドメイン辞

書”による「翻訳」と「フィルタ」という処理を組み入れた分類方式を提案し

た．評価実験で用いた中国語知識カードから作成した日中混在カード，人手で

翻訳した日本語知識カードのいずれであってもほぼ同程度の分類精度となって

おり，提案方式がこれら 3種類の知識カードを分類する統一処理方式として機

能することが明らかになった．

今後の精度向上に向けての課題として，“ドメイン辞書”の整備がある．評

価実験が示しているように，“ドメイン辞書”によって，分類カテゴリ内のサ

ンプル知識カードに含まれる単語に関係して，分類したい知識カードから「翻

訳」と「フィルタ」により分類用の適切な単語列データが得られていることか

ら，この “ドメイン辞書”を人手や時間をかけずに行う必要がある．定期的に
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IT処理技術に関する書類，新聞，インタネット記事などから抽出した IT用語

をもとに “ドメイン辞書”を構築していることから，Webマイニング [82][83]な

どの技術を援用した自動構築が可能と考える．
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第5章

結論

5.1 本研究のまとめ

本論文では，オフショアソフトウェア開発企業における日本語と中国語を混

在して利用できる知識共有システム，知識共有システムに蓄積された中国語知

識カードの分類方式，さらに知識共有システムに蓄積された日本語及び中国語

で記述された知識カードの分類方式の開発を目的として，BBS形式での日本

語と中国語による知識共有方式，翻訳用辞書を用いた中国語知識カードの変換

処理を組み入れた知識分類方式，2つの形態素解析ツール併用とドメイン辞書

を用いた変換処理を組み入れた知識分類方式を提案した．本論文では，これら

の研究成果を以下の 4章に分けて述べた．

第 1章では，日本から中国向けのオフショア開発が増大する中で，オフショ

ア開発特有の工程管理，品質管理の問題の大きな要因として，開発経験の浅い

若手中国人 SEの大量雇用があり，そのために継続的な教育や経営として開発

現場の技術者レベル把握が求められている背景について述べた．日常的にプロ

ジェクト横断で利用できる知識共有システムの構築が必要であるとともに，オ

フショアソフトウェア開発現場では「日本語の使用が推奨されているにもかか

わらず，日本語と中国語が使われている」という現実に対して，知識共有シス

テムの技術課題を関連研究とともに整理した．明らかとなった課題に対して，

本研究での解決方針を述べた．

第 2章では，BBSを用いて開発現場でやり取りされるQ&Aのデータを共有

する知識共有システムを開発した．技術者間の「質問-回答」という作業をス
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ムーズかつ実行性のあるものにするために，「指定回答者の設定」や「回答者

への通知」，さらに「質問が解決済みであるかのステータス表示」といった機

能を組み入れ，日常的に利用を促す環境構築を行った．実利用による評価結果

からは，プログラマによる利用が日常的に行われていること，継続的教育とし

てどのカテゴリの教育強化が必要であることなどオフショアソフトウェア開発

企業としての実態が明らかになるとともに，「日本語の知識カード」，「中国語の

知識カード」，「日本語と中国語が混在して用いられた知識カード」を活用する

ためには，知識共有システムとして，自動分類する仕組みが必要であることを

明確化した．

第 3章では，カテゴリ辞書を用いた知識カード分類方式として，日本語知識

カードを対象にした分類方式を中国語知識カードに適用するために，「翻訳用

辞書」の組み込みとその結果発生する「変換漏れ」に対する補正処理を組み入

れた分類方式について述べた．「翻訳用辞書」は，IT処理技術に関する用語を

登録したものであり，IT分野の技術革新が速いことから新規用語や名称変更

となった用語などを考慮すると不完全な辞書を前提にした分類方式の必要性を

述べた．その際に，不完全な辞書に対応するための「変換漏れ補正率」を定義

し，この「変換漏れ補正率」を用いた判定処理を組み入れた中国語知識カード

の分類方式を提案した，提案方式を第 2章での知識共有システムに蓄積された

実際の知識カードデータに適用し，人手による翻訳やグーグル翻訳による日本

語知識カードの分類精度より高い分類精度であることを確認し，さらに誤分類

に関する分析・考察を行った．また，使用単語一致度の算出で “変換漏れ補正”

をしないままに判定処理を行った場合には，分類精度を示す F値が約 20%と

低く，最適な “変換漏れ補正”をもとに判定処理を行った場合には，分類精度

を示す F値が約 69%となることがわかった．このことにより，「中国語の知識

カード」の分類方式として，“変換漏れ補正”を組み入れた判定処理が有効に

機能していることがわかった．

第 4章では，中国語と日本語が知識カードの一つの文中に混在する場合の分

類について述べた．両言語が一つの文に混在する場合，形態素解析ツールのみ

を用いて文法的な言語判定を実施せずに，形態素解析結果として正しく単語列

データを抽出する処理を組み入れ，さらに第 3章での翻訳用辞書を中国語の単

語の変換処理と日本語の単語のフィルタリングの両方に利用する分類方式を提

案した．提案方式を第 3章の実験で用いた中国語知識データ，さらにそれをも
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とに人手で翻訳した日本語知識カード，人手で作成した日本語と中国語が一つ

の文に混在する知識カードを作成し，これら 3種類のデータによる分類実験を

行った．同じ意味内容を持つ 3種類のデータセットの分類精度が，いずれも約

70%ほどとなり，提案方式の有効性を確認するとともに，精度向上への考察を

行った．

5.2 今後の研究課題

最後に今後の課題について，3点述べる．

1点目の課題として，分類したカテゴリに蓄積されている知識カードを分析

し，それらの内容からのキーワード抽出や要点整理があげられる．あるカテゴ

リに分類された知識カードの内容そのものは多岐である．カテゴリの細分化と

いう要望も実利用評価ではあがっていたが，細分化しすぎることはかえって同

じカテゴリの関連知識の派生学習を妨げることになる．ただし，カテゴリ内に

は極端な場合には 1度しかやり取りされなかった内容の知識カードもあれば，

文は異なっていても内容的には同じものが頻繁にやり取りされている知識カー

ドもありえる．そこで，カテゴリ内の知識カードから頻繁に現れるキーワード

抽出や内容的に同じもので頻繁にやり取りされている知識カードを一つの知識

カードにまとめ直すといった要約が考えられる．キーワード抽出に関しては，

第 3章で述べた tf -idfをもとに拡張した方式が先ずは考えられるが，要約に関

しては，これまで文書処理技術で培われた技術 [20]が口語的表現を対象にして

いないことから，新しい視点での解決が必要と考える．

2点目の課題として，分類サンプルデータベースの自動再構築である．本論

文で用いた際にも，分類サンプルデータベースは予め 6つの分野カテゴリと

「その他」として整備されていたが，その結果として知識共有システムの運用

開始後は 6つの分野カテゴリに対応しない知識カードは全て「その他」に分類

されてしまう．この「その他」カテゴリの知識カードには，技術者教育の面，

企業経営の面から有用そうな内容が含まれている．人手で「その他」のカテゴ

リを分析するのでなく，クラスタリングといった技術を援用した分類サンプル

データベースの再構築が必要である．

3点目の課題として，知識共有システムの利用環境として，端末非依存のシー

ムレス化が考えられる．PC上のWebブラウザを利用したBBS利用だけでな
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く，スマートフォンやタブレット端末などのモバイル環境における BBS利用

を促進することで，自宅や移動時などでの学習にも役立てることができる．オ

フィスで見ていた知識カードそのものや分類カテゴリがモバイル端末でセッ

ションを引き継ぐ形で再開できるなどの利用環境のシームレス化である．セ

キュリティ要件としては，アクセス制限だけでなく，閲覧内容のローカル保存

(コピー，ペースト操作)は不可といったことに留意しつつ，利便性の高い知識

共有システムとして整備する必要がある．
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